
支援の選択肢を拡大するために



総合事業の充実に向けた評価指標

出典：厚生労働省（令和6年地域支援事業の一部改正）



選択肢は増えても → してあげるのが良い介護ではない

介護人材はいないという課題があるのに
こんな考えで事業が行われて良いわけがない
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それまでの生活ができなくなったという事象への対応

「できないから してあげる」

できることまで取り上げて
高齢者を不活発にする
介護予防に逆行する

生活支援

この事業は持続可能？
ヘルパーいなくなったら

どうする？
住民に肩代わりさせる？

出典：令和２年度老人保健事業推進費等補助金「自治体と民間企業の協働による都
市部における地域づくりの展開に向けた調査研究」（国際長寿センター）

フォーマルサービスだけ（選択肢のない）の支援

住民からデマンドを聞き
取る手法が陥りがち
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生活支援によって活動量の低下を防ぎ
社会参加を促すことで元の生活に戻りやすくなる

アセスメント
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出典：令和２年度老人保健事業推進費等補助金「自治体と民間企業の協働による都
市部における地域づくりの展開に向けた調査研究」（国際長寿センター）

選択肢の拡大とは

ここが生活支援体制整備事業の領域

一
緒
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に
行
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選択肢の拡大

ニーズの起点を
ケアマネジメント
にする



地域
取組

500ｍ

近くに無い人

利用を拒否する人

・区域に取組みがない人はどうしますか？
・利用したくない人はどうしますか？
・そのサービスの利用者は全体の何％ですか？
・いつ市内全域にサービスは行き渡りますか？

サービスのみで対応するという手法の限界

地域？
⇒ 包括ケア？

システム？



出典：老健はくあい（防府市）岡崎浩之氏講演会資料

専門職のアセスメントを起点に「本人の視点」で
地域・生活を見るとその人に合った支援が見つかる

アセスメントによって見えてくる「資源」

短期集中予防サービス利用後につながった資源（利用者133人）



地域

【マッチング】
この人に合った
支援をする

この人を支援する
人を見つける

アセスメントベースで個別のニーズにマッチングする

アセスメントベースでニーズと資源をマッチングする
⇒取りこぼさない支援手法  
⇒自分らしさを実現する支援



生活支援体制整備事業とケアマネジメントの接続は必須

適切なアセスメントにより地域の活用による支援に繋がれば、ケアマネジメン
ト数が減る（地域包括支援センターの効率的運用）＝SCと接続する価値・成果



ニーズと資源のマッチングで自立支援を促進、
介護人材不足に対応。地域課題の解決機能を持つ事業へ

生活支援体制整備事業の新たなフェーズ

ケアマネジメントと接続した活動であること

多様な主体の活用・地域に選択肢を見出す

活動のメインターゲットはフレイル・要支援
地域包括支援センター・介護人材の効率化

住民活動の創出や運営が目的ではない
サービスを利用ありきではなく、課題解決視点で
地域にあるもの・人を活用する



地域包括ケアシステムと地域共生社会実現に必要なノウハウ

地域包括支援センター

事業所

マッチング

地域
住民
団体
企業

ニーズ

地域資源
情報

生活支援
コーディネーター

資源開発
ネットワーク

CM

フレイル・要支援者のニーズについて、医療介護のみならず、
地域のあらゆる主体を活用し、選択肢を拡大するには、
この（SC)機能が必要。

ニーズの出どころを変えることで横展開が可能。
地域共生社会の実現に必要なノウハウ



生活支援体制整備事業の成果

生活支援体制整備事業によって
次のような効果があります

・総合事業、介護給付が削減（●人分）されました。
・介護予防ケアマネジメントの数が●％減少しました。

・短期集中予防サービス利用者の地域での活動的な生活を生活支援
コーディネーターが支援している
⇒総合事業の費用が●億円削減されました。

「地域課題・事業の課題を解決する事業」という視点で
課題解決に直結した成果を設定（地域づくりのデザイン）すべきではないでしょうか。



？

事業の成果をあげるために：SCに対するスーパーバイズ

生活支援
コーディネーター

地域包括支援センター

都道府県

支援

仕様・成果の
明確化
実施支援

研修

地域包括支援センターや生活支援コーディネーターの
悩みや疑問にこたえられる体制も必要では？



（一財）医療経済研究・社会保険福祉協会

医療経済研究機構 政策推進部 副部長

中村 一朗
ichiro.nakamura@ihep.jp

ご清聴ありがとうございました

mailto:ichiro.nakamura@ihep.jp
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